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根拠法  独立行政法人日本学術振興会法（平成14年法律第159号） 

主務府省 文部科学省研究振興局振興企画課、文部科学省大臣官房政策課（評価委員

会庶務） 

設立年月日 平成15年10月１日 

沿 革  昭７.12財団法人日本学術振興会 → 昭42.９日本学術振興会 

 → 平15.10独立行政法人日本学術振興会 

目 的 学術研究の助成、研究者の養成のための資金の支給、学術に関する国際交流

の促進、学術の応用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ることを目

的とする。 

業務の範囲  

１．学術の研究に関し、必要な助成を行うこと。 

２．優秀な学術の研究者を養成するため、研究者に研究を奨励するための資金を支

給すること。 

３．海外への研究者の派遣、外国人研究者の受入れその他学術に関する国際交流を

促進するための業務を行うこと。 

４．学術の応用に関する研究を行うこと。 

５．学術の応用に関する研究に関し、学界と産業界との協力を促進するために必要

な援助を行うこと。 



６．学術の振興のための方策に関する調査及び研究を行うこと。 

７．４．及び６．に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

８．学術の振興のために国が行う助成に必要な審査及び評価を行うこと。 

９．１．から８．の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

財務及び予算の状況 

＜資本金＞ １，０６４百万円 

＜国有財産の無償使用＞ なし 

 

＜予算計画＞                           （単位：百万円） 

 
区   別 

中期計画予算 

（平成25～29年度） 
平成25年度予算 

収

入 

 

運営費交付金 

うち補正予算による追加 

国庫補助金収入 

科学研究費補助金 

研究拠点形成費等補助金 

国際化拠点整備事業費補助金 

先端研究助成基金補助金 

研究者海外派遣基金補助金 

最先端研究開発戦略的強化費補助金 

若手研究者戦略的海外派遣事業費補助金 

学術研究助成基金補助金 

事業収入 

寄付金事業収入 

産学協力事業収入 

学術図書出版事業収入 

受託事業収入 

計 

          142,866 

              - 

1,196,992 

675,650 

            878 

              375 

- 

- 

           1,000 

7,610 

511,480 

              704 

232               

            1,305 

                3 

            139 

1,342,241 

    29,169 

          - 

   239,398 

   135,130 

        176 

          75 

- 

- 

         200 

    1,522      

102,296       

       144 

         34 

        248 

         1 

       185 

  269,179 



支

出 

 

一般管理費 

うち人件費 

物件費 

事業費 

うち人件費 

物件費 

科学研究費補助事業費 

研究拠点形成費等補助事業費 

国際化拠点整備事業費補助事業費 

先端研究助成事業費 

研究者海外派遣事業費 

最先端研究開発戦略的強化費補助事業費 

若手研究者戦略的海外派遣事業費補助事業費 

学術研究助成事業費 

寄付金事業費 

産学協力事業費 

学術図書出版事業費 

受託事業費 

計 

            4,876 

            1,803 

            3,073 

          140,910 

            2,592 

          138,318 

          675,650 

            878 

              375 

32,637 

352 

          1,000              

7,610             

503,735 

232 

1,305 

3 

         141 

1,369,703 

1,152 

444 

708 

28,751 

495 

28,256 

135,130 

176 

75 

32,637 

352 

200 

1,522        

96,503 

 40 

   248 

1 

187 

296,974 

(注)１ 各欄積算と合計額の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
  

＜短期借入金の限度額＞ ７，５００百万円 

組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数１人・任期４年）安西 祐一郎 （理事・定数２人・任期２

年）浅島 誠、渡邊 淳平 （監事・定数２人・任期２年）（非常勤）西川 惠子、(非

常勤) 京藤 倫久 

＜職員数＞ １６８人 （常勤職員１４７人、非常勤職員２１人） 

 

 

 

 

 

 

 



＜組織図＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

中期目標 

第二 中期目標の期間 

振興会が実施する学術振興事業は、研究助成や研究者養成、学術の国際交流など長期的な視点に

立って推進すべきものが多いことから、中期目標の期間は、平成25年４月１日から平成30年３月31

日までの５年間とする。 

 

第三 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 総合的事項 

（１）学術研究及びその振興を目的とする振興会事業の特性に配慮し、以下の諸点に留意しつつ事業

を推進し、研究者が最適な環境の中で研究に専念できるよう支援することを基本とする。 

① 学術研究の成果は、人類社会共通の知的資産として文化的価値を形成するものであり、人文・

社会科学から自然科学まで、学問領域を限定せず、分野の性格に応じた適切な支援方法により、

幅広くバランスをとって振興する必要がある。そのため、学術研究を実際に行う研究者の意見

を取り入れ、研究者コミュニティの信頼を得つつ、事業を推進することが不可欠である。 

特に、実用化を直接的に目指さない基礎的な研究への支援や、将来の学術研究を担う優秀な

研究者の養成について十分配慮する必要がある。 

② 世界と我が国の学術研究の動向を俯瞰し、融合的な研究分野や先端的・萌芽的な研究分野な

ど新たな分野の研究を支援することにより、学術研究がその多様性の中で自律的に変化してい

くことを促進する。また、我が国として途絶えさせてはならない学問分野の継承などに配慮す

ることにより、学術研究の多様性を確保する。 

③ 学術研究の発展性については無限の可能性があることから、長期的視点を加えた継続的かつ

着実な支援に努めるとともに、このような視点に立った評価を行うことが必要である。 

④ 事業の実施に当たっては、関連する事業を実施している機関との適切な連携・協力関係を構

築する。その際、大学等において実施される学術研究に密接に関わる事業の特性に十分配慮す

る。なお、学術研究分野における男女共同参画に配慮する。 

 

（２）業務運営上の重要事項に関する評議員会の審議及び意見も踏まえ、適切に事業を実施する。ま
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た、学術研究に対する高い識見を持つ学識経験者の意見を反映させることにより、業務運営の改

善を図り、効果的に成果が上がるよう事業を展開する。 

（３）研究経験を有する第一線級の研究者を配置し、事業の実施に必要な調査・研究機能や審査・評

価業務に係る機能を充実・強化する。 

また、学術システム研究センターが行う審査・評価業務については、業務内容の透明性の向上

を図る観点から、審査員の審査結果に対する検証等のプロセスについて国民に分かりやすい形で

明らかにする。 

（４）自己点検や外部評価を実施し、その結果を踏まえて業務運営の改善等を図り、振興会における

PDCA（Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善））サイクルを構築する。 

また、振興会の事業内容及び成果について、達成すべき内容や水準等を可能な限り具体的に示

すとともに、目標の到達度について第三者が検証可能なものとなるよう努める。 

（５）研究者の負担の軽減等、業務運営を適切に実施するために必要な情報システムを整備する。併

せて、政府の情報セキュリティ対策における方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進

する。 

（６）助成・支援事業の実施においては、研究費の不合理な重複及び過度の集中の排除並びに研究費

の不正使用、不正受給及び研究活動の不正行為の防止策を強化する。 

また、研究者が所属する研究機関が研究費を適切に管理することなどにより、適正な執行等が

図られるようにする。 

 

２ 世界レベルの多様な知の創造 

  学術研究を支援する我が国唯一の資金配分機関として、研究者の自由な発想と研究の多様性、長

期的視点と継続性などの学術研究の特性を踏まえ、競争的研究資金（主として科学研究費助成事業

等）の審査・配分を確実に果たすことにより、世界レベルの学術システムの中で多様な知を創造す

る研究を推進する。 

（１）学術研究の助成 

① 世界レベルの多様な知の創造に向け、人文学、社会科学、自然科学の各学問分野の学術研

究に対する幅広い助成を行うことにより、我が国の大学等の研究基盤の充実及び創造的で優

れた学術研究の格段の発展に寄与する。 

  また、独創的な基礎的研究から将来の学問及び社会の発展に寄与する可能性を秘める種が

芽吹くのを促し、重厚な知的蓄積が図られるよう助成の在り方について不断の検討を行う。 

② 学術研究の助成は、科学研究費補助金事業及び学術研究助成基金事業により行う。すなわ

ち科学研究費補助金事業として国から交付される科学研究費補助金を研究者に交付するこ

とに加えて、研究助成の一部に要する費用に充てるために国から別途交付される補助金によ

り「学術研究助成基金」を設け、文部科学大臣が財務大臣と協議して定める基金運用方針に

基づき、学術研究助成基金事業を実施し、研究者に、その研究の進捗に応じ研究費の交付を

行う。 

これらの事業については、国の事業としての一体性を確保しつつ、適正かつ効果的に、確

実に実施する。その際、助成対象となる研究者の側にとってわかりやすいものとなるよう、

文部科学省で行う科学研究費補助金事業を含め一体的に運用する必要があるため「科学研究

費助成事業（科研費事業）」として実施する。 

また、文部科学省が直接業務を行っている新学術領域研究、特別研究促進費及び研究成果

公開促進費については、業務の効率化、利便性の向上を図る観点から、振興会への一元化を

進める。 

学術研究助成基金事業について、独立行政法人日本学術振興会法（平成十四年十二月十三

日法律第百五十九号）第18条第１項の文部科学大臣が財務大臣と協議して定めるものは、基

金運用方針に定める研究事業とする。 



なお、学術研究助成基金の運用開始後５年以内に、同基金の執行状況及び成果等について

検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを行う。 

    ③  審査・評価については、それぞれの研究種目に応じて、長期的観点や国際的な観点も考慮

して適切に行う。研究経験を有する者をプログラム管理者として配置し、その知見を活用し

ながら、審査・評価の改善策の検討、審査委員の公正な選考、研究者への情報提供等を行う。 

       応募書類の受理から採否決定までの審査は迅速に行い、早期交付に努めることとし、府省

共通研究開発管理システムを活用し、審査結果を他の競争的資金の配分機関に対し迅速に提

供する。また、評価結果については、国民に分かりやすい形で公表するとともに、学術研究

に関する理解増進活動を行う。 

また、評価における客観性の一層の向上を図る観点から、評価業務の効率化を図り、人員

及びコストの増大を極力抑制しつつ、評価機能を充実させるための具体的方策を検討し、実

施する。 

（２）学術の応用に関する研究の実施 

様々な学術的・社会的要請に応えるとともに、我が国の学術及び社会の発展や社会的問題の解

決につながるような学術研究を行う。 

（３）研究拠点の形成促進 

学術の中心である大学に対し、それぞれの特徴とミッションに対応した支援が適切に行われ、

大学の研究力が向上するよう、国が示す大学改革の方向性を踏まえた取り組みを行う。 

（４）先端研究助成等 

（平成２１年度補正予算（第１号）等に係る業務） 

将来における我が国の経済社会の発展の基盤となる先端的な研究を集中的に推進するため、国

から交付される補助金により造成された「先端研究助成基金」を活用し、総合科学技術会議が決

定した運用に係る方針を踏まえた文部科学大臣が定める基金運用方針に基づき、我が国の先端的

な研究の総合的かつ計画的な振興のために必要な助成・執行管理を行う。 

その際、研究資金の多年度にわたる柔軟な使用を可能とする。また、若手・女性研究者の先端

的な研究に関する進捗管理を適切に行う。 

併せて、先端的研究の内容を広く公開する活動に対して必要な助成を行うとともに、若手・女

性等研究者が活躍しうる研究基盤・研究環境の充実・強化に係る必要な手続きを行う。 

 

３ 強固な国際協働ネットワークの構築 

我が国の学術研究活動のグローバル化や研究者の国際流動性を一層促進する観点から、海外の学

術振興機関等と強固な国際協働ネットワークを構築するとともに、個々の大学における様々な活動

に留まらない我が国全体の学術研究活動の発展に向けた取組を行う。 

国際交流事業について、大学等研究現場や海外協力機関のニーズを踏まえながら不断の見直しを

行い、大括り化・整理合理化を進める。 

（１）国際的な共同研究等の促進 

海外の学術振興機関等と強固な国際協働ネットワークを構築することにより、我が国の研

究水準、国際競争力の一層の強化を進めるため、共同研究、研究者交流、セミナー・シンポ

ジウムの開催等多様な国際交流の支援を行う。 

（２）国際研究支援ネットワークの形成 

多国間の学術振興機関ネットワークの強化・発展、振興会事業経験者の活動への支援、海

外研究連絡センターの活動を通して、国際研究支援ネットワークを充実させる。 

   （３）世界的な頭脳循環の推進とグローバルに活躍する若手研究者の育成 

世界的な頭脳循環の推進とグローバルに活躍する人材を育成するため、若手研究者の海外

派遣など国際的な研鑽を積む機会の提供や様々なキャリアステージにある優秀な外国人研究

者の招へいなどの取組を行う。 



外国人研究者の招へいを目的とする、外国人著名研究者招へい事業、外国人招へい研究者

事業（長期・短期）、外国人特別研究員事業（一般、欧米短期、サマー・プログラム）につい

ては、業務の効率化を図る観点から統合・メニュー化する。 

 

４ 次世代の人材育成と大学の教育研究機能の向上 

我が国の学術研究を担う優秀な人材を育成するため、そのキャリアパスの確保に留意しつつ、若

手研究者に対する支援を充実する。 

また、我が国の大学の改革への取組を支援し、その教育研究機能の向上やグローバル化に積極的

に取り組む。 

 （１）研究者の養成 

 次世代の人材の育成のため、自立して研究を行い得る段階に達し、研究能力が高まる時期にあ

る若手研究者に対して、目的や対象者層等に応じた多様な方法により、研究を奨励するための資

金を支給する支援事業を実施することにより、優秀な学術の研究者を養成する。 

 各種事業の実施に当たっては、研究者の自立性向上を図るとともに、一定の競争環境を維持し

つつ、分野の特性を踏まえ、計画的・継続的に優れた研究者を養成・確保し、研究者としてのキ

ャリアパスの確立に努める。その際、研究者養成の重要な時期である大学院博士課程（後期）へ

優秀な人材が経済的不安なく進学できるようにするための博士課程（後期）学生への支援、女性

研究者が研究と出産・育児を両立するための支援、若手研究者の海外での長期研究の奨励、研鑽

の機会の充実に配慮する。 

 また、各種事業における支援対象者の選考審査に関し、審査の独立性、透明性、公正性を確保

し、目的や対象者層等に応じた優れた研究者等を的確に見極め、厳正に選考を行う。 

 （２）若手研究者の海外派遣 

    国際舞台で活躍できる世界レベルの研究者を育成するため、若手研究者個人の海外派遣ととも

に、研究機関の国際研究戦略に沿った組織的な研究者海外派遣など、若手研究者を海外に派遣す

る取組を計画的・継続的に実施する。 

    また、各種事業における支援対象の選考審査に関し、審査の独立性、透明性、公正性を確保し、

目的や対象者層等に応じた優れた研究者等を的確に見極め、厳正に選考を行う。 

 （３）研究者海外派遣業務 

    （平成21年度補正予算（第１号）に係る業務） 

    将来における我が国の経済社会の発展の基盤となる有為な研究者の海外への派遣を集中的に

推進するため、国から交付された補助金により造成された「研究者海外派遣基金」により実施さ

れた各事業の収支を確定させ、定められた期日までに同基金を廃止する。 

 （４）大学の教育研究機能の向上やグローバル化の支援 

    次世代の人材育成のため、大学において行われる教育研究機能の向上やグローバル化への取組

を国が示す大学改革の方向性を踏まえ、学術振興の観点から支援する。 

 

５ エビデンスに基づいた学術振興体制の構築と社会との連携の推進 

世界的に学術研究の進展が速まっている傾向のもとで、情報が学術研究を制するという世界の動

向に対応し、学術研究や人材育成に関わる情報を収集・蓄積・分析し、それらのエビデンスに基づ

いた事業を展開するための体制を構築する。 

また、広く国民に向け情報発信を強化するとともに、大学等関係団体や経済界等とのコミュニケ

ーションを強化し、社会との連携を一層推進する。 

 （１）調査・研究の実施 

    学術の振興を図るための各種事業を長期的観点に立って効果的に展開するため、研究経歴を有

する職員等により、振興会諸事業に関する分析を行うとともに、国内外における学術振興施策の

現状や学術研究の動向等の調査・研究を行い、公表する。 



また、その結果については、事業実施や新たな事業の企画・立案に活かす。 

なお、振興会諸事業に関する情報の収集・蓄積を行う体制を構築し、分析機能の強化を図る。 

 （２）広報と情報発信の強化及び成果の普及・活用 

    振興会の活動状況及び調査・研究の成果を積極的に情報発信することによって、国内外の研究

者、国民との相互理解を図り、社会との効果的な関係を構築するため、広報の体制を強化する。 

また、調査・研究の成果については、事業の企画立案等に的確に活かすとともに、ホームペー

ジへの掲載や出版等により、研究者をはじめ社会に積極的に提供し、広く普及させる。 

 （３）学術の社会的連携・協力の推進 

    大学等の研究者と産業界の研究者等がそれぞれの発意に基づいた相互のインターフェイス機

能の充実を図るため、情報交換など研究交流を促進する。 

 

６ 前各号に附帯する業務 

学術研究を行う研究者に対する各種の支援など、前各号に附帯する業務を適切に実施する。 

 

第四 業務運営の効率化に関する事項 

国の定めた法令等を遵守し、事業に対する研究者及び国民の信頼性を維持しつつ実施し得る機能

的・効率的な体制整備や業務運営の見直しを図り、経費の効率的執行を推進する。 

法人の行う業務については、既存事業の徹底した見直し等により、効率化を進める。その際、国

の基準を踏まえた随意契約の見直しや業務委託の積極的な取組を行う。 

また、適切な業務運営を図るため、内部統制を充実・強化させる。 

なお、効率化に際しては、長期的視点に立って推進すべき学術研究を担う振興会の事業の特性に

鑑み事業の継続性に十分留意する。 

一般管理費（人件費を含む。）に関しては、中期目標期間中の初年度と比して年率３％以上の効

率化に努めることとし、その他の事業費（競争的資金等を除く。）については、中期目標期間中、

毎事業年度、対前年度比１％以上の業務の効率化を図る。また、寄付金事業等についても業務の効

率化を図る。 

総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをするものとする。給与水準について

は、国家公務員の給与水準を十分考慮し、当該給与水準について検証を行い、適正化に取り組むと

ともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

また、職員の能力と実績を適正かつ厳格に評価し、その結果を処遇に反映させるとともに、適材

適所の人事配置とし、職員の能力の向上を図る 

 

第五 財務内容の改善に関する事項 

寄付金等の外部資金や自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適正な財務管理の実現を図

る。また、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意す

る。 

 

第六 その他業務運営に関する重要事項 

施設・設備の整備については、長期的視点に立って推進する。 



 

（単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 80,429,937,050

有価証券 27,000,000,000

売掛金 20,431,374

たな卸資産 9,994,229

前払費用 66,651,665

仮払金 12,084

未収収益 24,380,667

未収金 4,496,781,944

その他の流動資産 1,818

流動資産合計 112,048,190,831

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物及び附属設備 217,623,311

建物及び附属設備減価償却累計額 ▲ 32,940,995 184,682,316

車両運搬具 36,405,673

車両運搬具減価償却累計額 ▲ 22,001,186 14,404,487

工具器具及び備品 65,684,549

工具器具及び備品減価償却累計額 ▲ 46,284,187 19,400,362

その他の有形固定資産 3,800,000

有形固定資産合計 222,287,165

２ 無形固定資産

電話加入権 1,890,000

無形固定資産合計 1,890,000

３ 投資その他の資産

投資有価証券 199,807,012

長期性預金 5,700,000,000

敷金・保証金 333,735,938

投資その他の資産合計 6,233,542,950

固定資産合計 6,457,720,115

資産合計 118,505,910,946

負債の部

Ⅰ 流動負債

預り補助金等 85,247,795,979

預り寄附金 530,422

未払金 2,252,011,627

未払費用 3,238,394

未払消費税等 1,225,700

前受金 31,232,359

預り金 857,909,228

賞与引当金 5,858,053

流動負債合計 88,399,801,762

Ⅱ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 206,950,447

資産見返補助金等 9,736,240 216,686,687

長期預り補助金等 26,850,542,315

長期預り寄附金 701,515,246

固定負債合計 27,768,744,248

負債合計 116,168,546,010

貸  借  対  照  表

（平成２５年３月３１日）



純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 1,063,587,493

資本金合計 1,063,587,493

Ⅱ 基本金

基本金 1,520,000

  基本金合計 1,520,000

Ⅲ 資本剰余金

資本剰余金 ▲ 427,467,688

損益外減価償却累計額 ▲ 23,705,443

損益外減損損失累計額 ▲ 1,713,600

資本剰余金合計 ▲ 452,886,731

Ⅳ 利益剰余金

利益剰余金合計 1,725,144,174

純資産合計 2,337,364,936

負債純資産合計 118,505,910,946



（単位：円）

経常費用

業務費

人件費 762,322,113  

科学研究費補助金 112,344,991,096

最先端研究開発戦略的強化費補助金 12,782,812,002

若手研究者戦略的海外派遣事業費補助金 2,031,680,000

先端研究助成基金助成金 36,795,961,390

研究者海外派遣基金助成金 1,552,075,000

学術研究助成基金助成金 74,435,249,149

特別研究員奨励金 16,510,799,525

外国人研究者受入支援金 3,757,332,335

海外派遣研究者支援金 1,816,628,919

研究者国際交流支援金 2,792,070,310

その他研究者支援金 60,438,084

賃借料 565,441,983

諸謝金等 668,594,305

業務委託費 1,131,728,924

旅費交通費 677,897,068

委託調査研究費 751,672,227

その他業務費 761,942,620 270,199,637,050

一般管理費

人件費 389,723,031

賃借料 178,880,330

諸謝金等 173,413,350

業務委託費 266,656,568

旅費交通費 23,371,063

賞与引当金繰入 5,858,053

その他一般管理費 48,510,395 1,086,412,790

雑損 182,000

経常費用合計 271,286,231,840

経常収益

運営費交付金収益 29,055,556,650

受託収入

政府等受託収入 154,856,632

その他の受託収入 27,453,406 182,310,038

補助金等収益 241,963,921,106

寄附金収益 260,704,373

図書販売収入 289,735

資産見返運営費交付金戻入 28,825,332

資産見返補助金等戻入 4,394,874

財務収益

受取利息 161,353,565

為替差益 48,169 161,401,734

雑益 141,814,812

経常収益合計 271,799,218,654

経常利益 512,986,814

損  益  計  算  書

（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）



臨時損失

固定資産除却費 108,885,000

固定資産除却損 1,503,631 110,388,631

税引前当期純利益 402,598,183

法人税、住民税及び事業税 70,000

当期純利益 402,528,183

当期総利益 402,528,183




